
平成２６年４月１１日 

ＩＣＴ街づくり推進会議 普及展開ＷＧ 
これまでの検討結果について（案） 

資料４－３ 



ＩＣＴ街づくり推進会議 普及展開ＷＧにおける検討の経緯 

・５地域からのプレゼンテーション 
・フリーディスカッション 

第１回会合（平成２６年２月４日（火）） 

・野村総研、パナソニック、柏（スマートシティ企画）からのプレゼンテーション 
・フリーディスカッション 

第２回会合（平成２６年２月２５日（火）） 

・名古屋大学、九州大学、山口市からのプレゼンテーション 
・フリーディスカッション 

第３回会合（平成２６年３月１８日（火）） 

・三菱総研からのプレゼンテーション 
・これまでの検討結果についてフリーディスカッション 

第４回会合（平成２６年4月１１日（火）） 

【主要議題】 
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ＩＣＴ街づくりの普及展開に向けて 

● ＩＣＴを活用した街づくりにおける検討のポイントは「普及展開の推進」。 

● 普及展開を進めるためには「ＩＣＴ街づくりプラットフォーム」の実現が不可欠。 

「Ｉ
Ｃ
Ｔ
ス
マ
ー
ト
タ
ウ
ン
」の
普
及
展
開 

実証プロジェクト
の展開・加速化 

共通プラット 
フォームの実現 

普及展開のための 
体制整備 

成
功
モ
デ
ル
・共
通
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
実
現 

● 実証プロジェクトを主要拠点で展開 

● 実証プロジェクトの活動状況の把握・見える化 

● 技術的要件、標準化等を検討 

現在（２０１３年） ２０１５年 ２０１８年 

● 住民の意識向上、住民参加の促進 

● 実証プロジェクト成功事例の国内外への水平展開 

国内外への 
普及展開の 
加速化 

● 先行実施 

● 基本機能等を整理 

● 体制検討 

実証プロジェクト関係者、関係府省等による意見

交換を行う場や専門家が検討を行う場を構築 

「ＩＣＴ街づくり推進会議報告書」（平成25年6月）抜粋 

2 



ＩＣＴ街づくりプラットフォームに関する検討の方向性（取りまとめ案） 

２．実証成果の他地域での普及・展開を支援するための体制整備 

  ・ これまでの実証の成果を容易に参照することができるポータルや問合せ窓口機能の整備 

  ・ 実証で開発したソフトウェアの維持・管理、アップデート 

  ・ 実証の成果の活用方法や運用方法に関するアドバイス 

３．各地域におけるＩＣＴを活用した街づくり推進のための仕組の構築 

  ・ 地域におけるＩＣＴ街づくりの推進母体となる組織の立ち上げ支援 

  ・ ＩＣＴ街づくりに関する制度整備等について情報交換・意見交換できる仕組 

● ＩＣＴ街づくりの「プラットフォーム」とは・・・ 

  これまでの地域実証プロジェクトで得られた成果を、他の地域において、それぞれのニーズに応じて 

 安価かつ容易に再利用することを可能とする仕組み。 

１. 実証成果を容易に参照できる技術的な環境整備 

  ・ レイヤー構造化、モジュール化されたそれぞれの機能に関する基本的な考え方  

                 （オープン化、インターオペラビリティの確保 等） 

  ・ 基本的な考え方に沿って構築されたソフトウェア群   

  ・ 他地域からも参照できるシステムアーキテクチャ（レイヤー構造化、モジュール化） 

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
を
作
成
し
て
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
等
を
明
確
化 
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１．実証成果を容易に参照できる 
  技術的な環境整備 
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ＩＣＴ街づくり推進事業（実証プロジェクト）の整理 【アプリケーション等】 

  

成長都市 
[人口増加率5%以上 
且つ高齢化率23%未満] 

都市部・都市近郊 
[人口増加率0%以上5%未満 
且つ高齢化率23%未満] 

地方都市 
[人口増加率0%未満-5%以上 
且つ高齢化率23%以上] 

成熟都市 
[人口増加率-5%未満 
且つ高齢化率23％以上] 

医療・健康・介護 千葉県柏市 愛知県豊田市 
神奈川県横須賀市 
群馬県前橋市 

  

環境・エネルギー   
沖縄県名護市 
富山県富山市 

鳥取県米子市   

農林水産   静岡県袋井市 佐賀県武雄市 岡山県真庭市 

観光   愛媛県松山市 佐賀県唐津市 
沖縄県久米島町 
石川県七尾市 

安心・安全 
（見守り等） 

東京都三鷹市 福岡県糸島市 

長野県塩尻市 
徳島県（※自治体の平均値で設定） 

北海道北見市 
愛媛県新居浜市 

  

公共サービス   
三重県玉城町 
奈良県葛城市 

    

コミュニティ・人材     
宮城県大崎市 
山梨県市川三郷町 
福島県会津若松市 

兵庫県淡路市 

教育   大阪府箕面市     

● 他地域からも容易に街づくりモデルを参照できるよう、これまでの実証プロジェクトを整理。 

● プロジェクトの整理においては、ユーザ等に対する分かり易さの観点から、アプリケーション分野、地域の

人口動態といった観点で分類。 
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人口動態、高齢化率に基づく「街」の類型化 

人口動態 

※国勢調査、自治体人口増減数により推計 

高齢化率 

０ 

人口減  
-５％ 

人口増   
+５％ 

成長都市 

2自治体 

23%（平均） 

都市部・都市近郊 

9自治体 

地方都市 

12自治体 

成熟都市 

4自治体 

千葉県柏市、東京都三鷹市 

愛知県豊田市、沖縄県名護市、静岡県袋井市 
愛媛県松山市、福岡県糸島市、三重県玉城町 
奈良県葛城市、大阪府箕面市、富山県富山市 

神奈川県横須賀市、群馬県前橋市、鳥取県米子市 
佐賀県武雄市、佐賀県唐津市、長野県塩尻市 
徳島県、宮城県大崎市、山梨県市川三郷町 
北海道北見市、愛媛県新居浜市、福島県会津若松市 

岡山県真庭市、沖縄県久米島町 
石川県七尾市、兵庫県淡路市 

成長都市 

都市部・都市近郊 

地方都市 

成熟都市 

● 国勢調査を基にした人口動態と高齢化率から、プロジェクト実施地域２７箇所を分類。 

● 「成長都市」、「都市部・都市近郊」、「地方都市」、「成熟都市」の４つに類型化。 
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（参考） 人口増減率及び高齢化率による類型化の考え方  

 2010年度国勢調査による、人口増減率（対2005年比）と高齢化率（2010年）から4つの類型を検討 

成長都市 
・新興ベッドタウン、再開発地域  
・交通の便が良い 
・若いファミリー層が多い 

都市部・都市近郊 
・若者が多い 
・人口が集中 

成熟都市      

・一次産業中心 
・高齢化・過疎化の進行地域 

地方都市 
・地域の2番目以下の都市 
・産業変化による人口減少地域 
 

自治体数 総人口 

90 
1,650万人 

自治体数 総人口 

324 

5,638万人 

自治体数 総人口 

599 

4,352万人 

715 
1,165万人 

自治体数 総人口 
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実施者 東京都三鷹市 株式会社まちづくり三鷹  

事業概要 住民同士の支えあいによる新たな共助の仕組み（コミュニティ創生）、災害時における、まちの危機管理能力
の向上（危機管理)を目指し、ICTを利活用した取り組みを実施する。本実証では、①きずなの多層多元化 

②情報の収集と一元管理による市民への適正・迅速な情報提供 ③帰宅困難者支援の拡充による有効性
を実証し、他地域に展開可能な先行モデルの形成を目指す。 

■○○市防災システム
■11/２３ １７：１５
■防災情報 １５号

○○市からの連絡です。
地震情報第１５号

１２月１日、１８時５分
気象庁発表

１２月１日、１８時ころ地震が
ありました。震源地は、銚子
沖、震源の深さは約１５ｋｍ、
マグニチュードは４．９と推定
されます。

■○○市防災システム
■11/２３ １７：１５
■防災情報 １５号

○○市からの連絡です。
地震情報第１５号

１２月１日、１８時５分
気象庁発表

１２月１日、１８時ころ地震が
ありました。震源地は、銚子
沖、震源の深さは約１５ｋｍ、
マグニチュードは４．９と推定
されます。

情報伝達制御
システム

三鷹市HP

商店街

見守り
駆付け

多職種訪問
記録情報

市外親族

避
難
所
情
報

災
害
情
報

災害時要援護者
台帳管理システム

情報連携ＰＦ

職員安否
参集可否

住
民
情
報
系

シ
ス
テ
ム

保護者
安否

三鷹駅

３）帰宅困難者支援の拡充

2）情報の収集と一元管理による市民への適正･迅速な情報提供

情報収集意思決定支援システム

ＷｉＦｉ
インターネット通信

ＷｉＦｉ
マルチキャスト配信

庁内放送

情報配信PF

買物支援システム

配達
見守り

災害時

避難所

１）きずなの多層多元化

多職種連携システム

包括支援センター

災害時に正確な情報入手
⇒適切なサービス提供

放送型通信とインターネット環境の提供

Wi-Fi

指示

訪問介護情報等を活用した見守り

情報の収集から意思決定、伝達までの省力化、迅速化

「安心・安全（見守り等）」×「成長都市」の取組例 【東京都三鷹市】 8 



出
力 

システム 
 

テーマ 

●平成２４年度：災害に強い街づくり、地域が複合的に抱える諸課題の解決、経済の活性化・雇用の創出 
●平成２５年度：コミュニティ創生や危機管理他地域に展開可能な先行モデルの形成 

平成24年度実証 
 

（コミュニティ創生や危機管理の先行モデルを構築） 

平成25年度実証 
 

（他地域に展開可能な先行モデルの形成） 

入
力 

にぎわい 見守り 帰宅困難者 きずな 情報収集 帰宅困難者 

駅前WIFI IP告知 情報伝達 要援護者支援 駅前WIFI 
（機能拡充） 

買物支援 
意思決定支援 

多職種連携 
情報伝達 

 
 

デ
ー
タ
処
理 

クラウド 
異なる通信方式の融合（ユニ/マルチ） 

クラウド 

配信情報 
ＤＢ 

地図ＤＢ 

PUSH型配
信ユニキャ
スト 

Internet 
（データ参
照） 

IP/HTTPS通信 

情報配信PF 

PULL型配信 
マルチキャスト 
受信アプリ 

メール 
Twitter等 情報参照 情報参照ア

プリ 情報参照 

IP/HTTPS通信 

各種入力情報 
（見守り情報・安否情報・災害情報） 

各種入力情報 
（店舗情報・行政情報・災害情報） 

Internet
（データ参
照） 

情報生成レイヤ 

配信レイヤ 

I/F変換機能 

災害情
報 
DB 

地図連携機能 

避難場
所 
DB 

配信 【横展開】 
塩尻市との 
共同利用 

マルチキャスト
コンテンツ 

タグ情報付与 

配信 

OPEN API 

ユニキャストコ
ンテンツ 

配信 

クラウド 

配信情報 
ＤＢ 

I/F変換機能 

配信 

蓄積レイヤ 

情報管理レイヤ 

情報抽出レイヤ 
コンテンツ 

配信 

クラウド 

基幹系
DB 

連携機能 

要援護者Ｄ
Ｂ 

台帳 

福祉
DB 

入力情報を 
地図情報連携 

各メディアへI/F
変換 

街づくりのシステム構成 【東京都三鷹市】 9 



「医療・健康・介護」×「成長都市」の取組例 【千葉県柏市】 

実施者 千葉県柏市、スマートシティ企画株式会社、三井不動産株式会社、 
日本ヒューレット・パッカード株式会社、株式会社エムティーアイ、国際航業株式会社 等 

事業概要 行政（公）、民間（民）、大学（学）が保有する様々な情報をオープン化・分析し、様々なサービスを
効率よく連携させることにより、公民学連携型の総合健康支援サービスの実証を行う。 
特に、出産、子育て世代をターゲットとした地域での健康支援により、人口ピラミッドの正常化、行政
サービス効率化、社会保障費低減等を目指す。 
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街づくりのシステム構成 【千葉県柏市】 

出
力 

ビ
ッ
ク
デ
ー
タ
処
理 

入
力 

・様々な機器に(健
康機器以外にも)対
応するためにプラグ
イン化、機器認証 

エネルギー 健康 行政・地域・防
災情報 

・情報提供APIの構
築 

・OpenAPIをセ
キュリティで保護 
・認証情報(SAML)
へのUCODE埋込 

共通プラットフォームイメージ図 

レイヤ化 

情報生成
レイヤ(各
種センサ) 

収集/蓄積
レイヤ 

情報管理
レイヤ 

情報抽出
レイヤ 

セキュリ
ティレイヤ 

見える可レ
イヤ(UI) 

・UCODEを利用し
た情報連携＆管理 
・Continua準拠の
データ構造 

・LoginIDに連携
したUCODEを用い
た情報問合せ 

街づくり共通プラッ
トフォーム(出力) 

街づくり共通プラッ
トフォーム(入力) 

＜構築した共通プ
ラットフォーム 
 の技術要素＞ 

子育て支援 

母子手帳 

シングルサインオン（認証、認可） 

SAML/OpenID 

情報抽出 

OpenAPI(XML) 

空地域個人ポータル 

IP/HTTPS通信 

IP/HTTPS通信 

アプリ 

蓄積アプリ 

PluginB
(独自) PluginX PluginA

(JSON) 
PluginB
(再利用) 

平成24年度センサ群 

平成24年度DB群 

健康見える化 

平成24年度健康見
える化センサ群 

PluginB
(再利用) 

横展開 
豊田市様 

母子手帳
DB 

平成24年度健康
見える化DBをコ
ピーして流用 

母子手帳向け
を拡張 

拡張 

平成24年を 

拡張(再利用) 

平成24年度実証 
共通部をレイヤ化して整理 

平成25年度実証 
共通部が地域内で共有可能かつ 
他地域でも共有可能かを実証 

地域内による横展開
(共通機能の共有) 

ポイント 

ポイント
アプリ 

柏の葉
カード 

ポイント
DB 

ポイント向け
を拡張 

新地域個人ポータル 

昨年物を再利用して母子手帳、ポイントと連携 

●平成２４年度：共通ＩＤを活用して、エネルギー、健康、行政情報等のデー基盤の連携を行う共通プラットフォームを構築。 
●平成２５年度：様々なサービスを効率よく連携させることにより、公民学連携型の総合健康支援サービスを実証。 
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「安心・安全（見守り等）」×「地方都市」の取組例 【長野県塩尻市】 

実施者 長野県塩尻市、日本ソフトウェアエンジニアリング(株)、信州大学 

事業概要 各種センサーから収集したセンサー情報（見守り情報、土石流情報、鳥獣害情報等）を、防災情報としてアドホックネッ
トワーク等を介して、プライベートクラウドシステムに蓄積し集中管理する。それらの様々な防災情報を、エリアワンセグ
放送、WI-FIネットワークから共通プラットフォームを介して住民に提供する。 
さらに、総合クラウドに、社会から生ずる事象、時間、場所情報等を、ビッグデータとして収集蓄積分類し、利用者に提
供する時空間プラットフォームを構築する。 

アドホックネットワーク（既存） 

携帯端末などか
ら、通信エリアで

情報を閲覧 

光ファイバーネットワーク（既存） 

（新規センサー）   ＧＰＳ子機、安否確認カード、 
  鳥獣害ＧＰＳ、放射能、橋梁振動、傾斜、気象、 

フィールドサーバ 

インターネット 
携帯電話ネットワーク等 

各種センサー情報をクラウドサーバーに送信 

市内Wi-Fiフリースポット 
エリアワンセグ（既存） 

緊急情報をメールで
携帯端末に受信後、
いつでもどこでも安全

に情報を閲覧 

中継機（新規）５台 

データ退避システム（新規） 

域内携帯端末の
動態情報をクラウ
ドサーバーに蓄積 

携帯端末情報
取得（新規） 

（既存センサー）土中水分、水位、見守り、バス 

時空間プラットフォーム（新規） 

携帯端末など
から、時間、場
所、事象情報を
いつでもどこで
も情報を登録 

天候、防犯、防災、政策、観光、歴史、文化、農業、健康、福祉等の情報を処理 

防災情報マネジメントシステム（新規） 

Ｊ－ＡＬＥＲＴ、気象庁警戒情報をマルチメ
ディア変換して公共コモンズ、エリアメール
等に情報配信 

認証システム（新規） 

携帯端末などか
ら、時間、場所、
天候情報をサー
バーに蓄積 

エリア内の携帯
端末などにマル
チキャスト通信で

情報を提供 

総合クラウドシステム（新規） 総合クラウド 

相互認証 

ビッグデータＤＢシステム（新規） 
他の自治体等 

時空間プラットフォーム・
住民ポータルシステムをク
ラウドサービスとして利用 

オープンデータ提供システム（新規） 

情報表示プラットフォーム（新規） 

住民ポータルサイト 
プラットフォーム（新規） 

複雑な住民サービスを住民視点でわかりやす
くセンサーや行政ビッグデータを活用した提案

型個人サービスサイトを構築 

公共Wi-Fiスポット 

センサー情報プラットフォーム（新規） 

気象情報 
蓄積データ 

気象データ収集機能（新規） 

ビッグデータ 

情報をクラウドサーバーに送信 
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街づくりのシステム構成 【長野県塩尻市】 

●平成２４年度：見守り情報等のセンサ情報をアドホックネットワークを介して蓄積・集中管理し、様々なメディアで住民へ提供。 
●平成２５年度：センサ情報、時間・場所情報等を統合クラウドシステムでビッグデータとして収集蓄積分類し、利用者へ提供。 

出
力 

ビ
ッ
ク
デ
ー
タ
処
理 

入
力 

・センサーなど様々
な機器とIFにそれぞ
れ対応 

時空間DB アクションDB 
プライベート  
クラウドシステム 

センサー 
（本事業） 

公共コモンズ 

センサー 
（25年度） 

時空間PF 
（25年度） 

オープンデータ 

・情報検索・提供
APIの作成 

・認証管理 

蓄積アプリ 

シングルサインオン（認証、認可） 

SAML/OpenID 

IP/HTTPS通信 

情報抽出 
OpenAPI(XML) 

ビッグデータDBシステム 

共通プラットフォームイメージ図 

IP/HTTPS通信 

地域個人ポータル 

共通ID/DB 

センサーDB 
異動管理 

情報生成
レイヤ(各
種センサ) 

収集/蓄積
レイヤ 

情報管理
レイヤ 

情報抽出
レイヤ 

セキュリ
ティレイヤ 

見える化レ
イヤ(UI) 

・クラウドを利用し
た情報管理 

・LoginIDに応じた
情報問合せ 

本事業 

(入力) 

＜構築した共通プ
ラットフォーム 
 の技術要素＞ 

防災情報MS 
（25年度） 

住民ポータル 
（25年度） 

センサー 
GPS子機 
安否確認
鳥獣害 
放射能 

橋梁振動
傾斜   
気象  
フィール
ド 

異動データ 
J-ALERT
警戒情報 

住所異動
出生  
検診 

公共施設、観
光、歴史、文
化、防犯、天
候、農業、健
康 

レイヤ化 

蓄積アプリ 
Shell Shell/JS Mahout Shell/JS C 

オープンデータ提
供システム 
OPEN-API 

情報表示PF 

情報配信PF 

認証システム 

携帯端末情報取得 

総合クラウドシステム 

・ユニキャストを利
用した情報配信 

配信レイヤ 

気象データ収集機能 

WI-FI 

エリアワンセグ 

Webデータ参照 
携帯端末参照 

25年度事業 

(出力) 

認証システム 

ＳＱＬ検索 

センサー 

土中水分・水
位  ・鳥獣
害・市内バス・
見守り 
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ＩＣＴ街づくり実証の成果を参照できる技術的な環境整備 

引き続き、 

●技術仕様については、他地域でも低コストで弾力的に「再利用可能」となるよう、 

 可能な限り「レイヤー構造化」、「モジュール化」 

●さらに、地域間の相互運用性等を確保するため、ＡＰＩについては出来る限り 

 オープン化 

を積極的に推進することが重要 

ＩＣＴ街づくり実証プロジェクトの成果を、他地域からも容易に参照できるよう、 

技術的な仕様として整備。 

これまでは、新たなアプリケーション等を導入する場合に、大規模なシステム改修

が必要になるケースが多々あり。また、システムの改修等にあたっては、特定の

ベンダーに依存し、高コストになる傾向。 
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２．実証成果の他地域での普及・展開を 
  支援するための体制整備 
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普及展開が期待される「ＩＣＴ街づくり推進事業」の成果事例（ＩＣカード） 

● これまでの「ＩＣＴ街づくり推進事業」の成果で、今後の普及展開が期待されるものの例としてＩＣカードを

活用したシステムが挙げられる。 

● ＩＣカードの活用は、医療・健康、交通、安心・安全など幅広い分野で期待される。 

事業年度 プロジェクト カードタイプ アプリケーション 

Ｈ24年度 豊田市（あすけあいカード） Felica ●コミュニティバス回数券 
●病院診察券（ＭＥＤＩＣＡ） Ｈ25年度 豊田市（あすけあいカード） Type A (MIFARE)  

Ｈ24年度補正 淡路市（umi-caカード） Type A (MIFARE)  
●コミュニティバス回数券  ●病院の診察券及び 
●地域ポイントに使用予定 

Ｈ24年度補正 徳島県（すだちくんカード） Type A (MIFARE)  ●個人識別カード（避難者情報の管理） 

Ｈ24年度補正 糸島市（いとごんカード） Type B ●個人識別カード（避難者情報の管理） 

Ｈ24年度補正 前橋市 Type B 
●マイポータルの認証    ●電子母子手帳 
●ＩＣＴまちなかキャンパス 

Ｈ24年度補正 葛城市（れんカード） Felica 
●マイポータルの認証    ●健康管理支援 
●買物困難者支援 

【参考】 
 Type A（MIFARE）（フィリップス社） ： taspo 
 Type B(モトローラ社)          ： 住基カード、マイナンバーカード 
 Felica  （ソニー社）                            ： Suica・PASMOなどサイバネ規格、WAON（イオン）、楽天、Edy 
   ※ いずれのタイプのカードも、カードとリーダーの間の通信規格がＮＦＣであれば、リーダーは１台でマルチ対応可 

他の地域での導入に当たっては、主に以下のような作業が必要となる 

● アプリケーションソフトの購入・インストール 
● データ管理サーバの購入又はクラウドレンタル 
● マイナンバーカードを使用する場合には、必要な条例の整備 

● ＩＣカード、リーダ端末の購入 
● ＩＣカードへの書き込みソフトの開発又は購入 
● ユーザーインターフェースの開発又は改修 
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普及展開が期待される「ＩＣＴ街づくり推進事業」の成果事例（TV） 

● 徳島県（日本テレビ等）では住民にとって身近なメディアであるテレビを活用して、災害情報の配信、 

 見守り等の高齢者支援、地域経済の活性化等に関するサービスを提供 

● 放送の特性を活かした「横展開」も期待される 

17 

 
JoinTVオープンプラットフォーム 

徳島JoinTown 
拡張プラットフォーム 

見守り 災害情報配信 

自社サービス 広告ビジネス 他社サービス 

地域活性化
サービス 

・・・・・・・・・・ 

徳島JoinTownプロジェクト 



これまでの実証の成果の活用 

これまでの実証の成果の参照窓口機能や、ソフトウェアの維持・管理、 

人材の育成・派遣を含む導入支援、アドバイスの体制を整備していくことが必要。 

また、その際の国としての支援のあり方を検討することが重要。 

これまでの「ＩＣＴ街づくり推進事業」の成果として、ＩＣカードを活用した医療・健康、

交通、安心・安全分野におけるモデルや、ＩＤ連携システムを活用した電子母子健

康手帳のモデル、センサーネットワークを活用した見守りモデルなど、 

今後の普及展開が期待される「ＩＣＴ街づくりモデル」が登場。 

その一部については、他の地域への成果展開を推進中。 

ただし、以下のような理由により、その成果展開の取組は残念ながら限定的。 

 ・成果の導入を希望したとしても、どこに問い合わせればよいのか分からない。 

 ・成果の実装に当たって、どのようなソフトやハードが再利用可能となるかが 

  見えにくい 

 ・成果の普及・展開に携わる人的資源・ノウハウが自治体内に不十分 

 ・ソフトやハードだけではなく、実際の活用には運用アドバイスも必要。 
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３．各地域におけるＩＣＴを活用した街づくり推進 
  のための仕組の構築 
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ＩＣＴ街づくり推進事業（実証プロジェクト）の整理 【管理・運営体制】 

● 街づくりに携わる者に対する分かり易さの観点から、街づくりの管理・運営体制に着目して、これまでの 

 プロジェクトを整理 

● 街づくりの企画・戦略策定、事業運営・マネジメントにおいて主体的役割を果たす者の観点で分類 

事業運営・マネジメント（明確な街づくり戦略を推進するための持続的な体制） 

自治体（3セク含む） 民間・大学等 

（明
確
な
街
づ
く
り
戦
略
） 

企
画
・戦
略
策
定 

自治体 
（3セク含む） 

長野県塩尻市 
東京都三鷹市 

民間・大学等 

静岡県袋井市 千葉県柏市 
愛知県豊田市 

パターン① パターン② 

パターン③ パターン④ 
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管理・運営体制に着目した街づくりのパターン別特徴 

パターン 特徴・実施するうえでのポイント 

① 

企画・戦略策定・事業運営を
自治体が主導的に実施 

●日常的に、街の様々な課題に対してICTを手段として中立的に対処できる自治体の情報政策
担当が企画・戦略に対して主導的に関わる。 
●課題分野が単一であれば自治体でも対応可能であるが、複合的になればなるほど、関係者
が多くなり自治体のみでの対応は難しくなる。自治体と密接に関わり、フレキシブルに対応可
能な第3セクター・外郭団体の活用が目立つ。 
●ICT（システム）運用や住民サポートについては、地元の企業やNPO法人を巻き込み、街全体
で課題や事業の主旨を共有しながら事業を進めている。 

② 

企画・戦略策定は自治体、
事業運営は外部組織（民間・
大学）が主導的に実施 

●自治体の街づくり戦略と民間企業の事業戦略が合致して、企画段階から検討がなされてい
る。 
●自治体は民間における事業展開を実現するために、自治体が保有するデータ等を積極的に
オープンにする文化・仕組みづくり（制度・ICT）を行うとともに外部委託を積極的に行う。 
●自治体は外部組織（民間・大学）に対して、ビジネスモデル実現のための意見提起を積極的
に行う。 
 

③ 

企画・戦略策定は外部組織
（民間・大学）、事業運営は
自治体が主導的に実施 

●地域に民間・大学が存在し、民間・大学が日常的に街づくりに関する様々な取組みに対して
参画して積極的に意見を出す土壌があり、自治体はそれを受入れる文化や受け皿がある。 
●自治体が日常的に住民向けの活動に積極的に取組んでおり、様々な取組みが展開されて
いる。 
●ボトムアップ型の街づくりであり、住民等と対話をしながら事業を進めている。 

④ 

企画・戦略策定、事業運営を
外部組織（民間・大学）が主
導的に実施 

●地域に民間・大学が存在し、民間・大学が日常的に街づくりに関する様々な取組みを実証・
事業として展開している。 
●自治体は、民間・大学が行うことを受入れる文化があり、実現させるための後方支援（自治
体公認、住民等の理解・協力、制度制定、資金援助、広報等）を積極的に行う。 
●民間・大学が事業上、対処しきれない対象住民等へのケアが重要。 
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①市が主導的に、ICTを活用した課題解決方法を各原課に提起し、企画・戦略策定を実施。 
②街づくり事業のために設立された株式会社まちづくり三鷹が、地元企業（NPO法人等）や市民団体を上手く巻き込みながら、地域密着型 
 の事業運営を実施。 
③市と第3セクターが密に連携し、政策に対する共通認識を待ちながら、企画・戦略策定、事業運営の役割を明確に分けて実施。 

三鷹市 

株式会社まちづくり三鷹 

住民 

見
守
り
兼
買
物

 

運
用
支
援
事
業
者

 

見
守
り
兼
買
物
 

サ
ー
ビ
ス
提
供
事
業
者
 

多
職
種
連
携

 

運
用
支
援
事
業
者

 

多
職
種
連
携
サ
ー
ビ
ス

 

提
供
事
業
者

 

意
思
決
定
支
援

 

シ
ス
テ
ム
構
築
事
業
者

 

情
報
伝
達
シ
ス
テ
ム

 

構
築
事
業
者

 

一
斉
連
絡
安
否
確
認

 

シ
ス
テ
ム
構
築
事
業
者

 

Ｗ
ｉ―

Ｆ
ｉ
運
用
支
援

 

事
業
者

 

マ
ル
チ
キ
ャ
ス
ト

 

運
用
支
援
事
業
者

 

Ｗ
ｉ―

Ｆ
ｉ
サ
ー
ビ
ス

提
供
事
業
者

 

回
線
提
供
事
業
者

 

マ
ル
チ
キ
ャ
ス
ト
サ
ー

ビ
ス
提
供
事
業
事
業
者

 

企画・戦略 
策定 

ICT 

サポート 

運用体制構築におけるポイント 

【企画・戦略策定】 
・首長の強いリーダーシップの元、市の企画部が主導的に、
各原課が抱える課題に対して、ICTを活用した解決方法を提
起している。 

【事業運営】 
・街づくりを実現する組織として、市と密接に係り、市の意向
を汲みながら事業を運営。運営面においては、全ての責任
と権限が与えられている。 
・運営を支える組織の選定には、地元の企業を積極的に活
用し、地域密着型の街づくりを実現させている。 

【ICT】 
・市で策定した企画・戦略に基づき、ワンストップでシステム
構築・サポートが可能な地元企業へ業務を委託している。 

【サポート】 
・各事業の運用面サポートについては、それまで地域に密
接に係ってきた、地元企業（NPO法人等）が全面的にサポー

トを実施。住民との信頼関係が構築されている地元企業
（NPO法人等）が携わることで、継続的な事業運営を可能と
している。 

見守り兼買物 多職種連携 意思決定支援システム 
情報伝達システム 

一斉連絡安否確認システム 

Ｗｉ-Ｆｉ 

街づくり事業運用体制図 

事業運営 

街づくりの運用体制 【東京都三鷹市】 22 



街づくりの運用体制 【千葉県柏市】 

運用体制構築におけるポイント 

【企画・戦略策定】 
・国際キャンパスタウン、環境未来
都市などの戦略構想の下、 

・公民学連携により、課題解決型モ
デル構築のテストベッドとして先進
的取組を実施 

 

【事業運営】 
・行政、街づくりに関係する組織が
連携し、ステークホルダー意向を
汲みながら事業を運営。 

・運営面においては、官民連携のス
キームを活用し、民間事業者を中
心に事業を展開 

【ICT街づくりサポート】 
・運営を支える組織の選定には、地
元の企業を積極的に活用し、地産
地消、地域密着型を優先 

・運営、サポート体制を 

【場とコミュニティ】 
・ICTのバーチャルネットワークだけ

でなく、地域の住民との接点となる
リアルな場が用意されている 

・場を中心としてコミュニティが形成
され、先進的な取組に対しての理
解が高い 

電子母子
手帳サービ
ス提供者
（柏市） 

ポイント
サービス運
営事業者
（地域ポイ
ント協議
会） 

住民 

街づくり事業運用体制図 

東大ジェロントロジー・コンソーシアム 
街の健康研究所 あ・し・た（HIP） 

UDCK（街づくりの場） 

地域ポイン
トサービス
運営事業
者（スト

リートメディ
ア） 

企画・戦略 
策定 

事業運営 

ＩＣＴ街づくり 
サポート 

電子母子
手帳サービ
ス支援者
（エム

ティーアイ） 

マイポータル運営事業者 
（三井不動産） 

ポータル運
営サービス
支援者（国
際情報ネッ

ト） 

ＩＤ管理
サービス支

援者（ 
ユーシーテ
クノロジ） 

場 

街のすこやかステーション(健康に関する場) 

柏市 東京大学 千葉大学 三井不動産 

ＵＤＣＫ 

健康見える
化事業者 
（エム

ティーアイ、
メディシン

ク） 

コミュニティ 

健康未来都市推進協議会 

街づくり 健康 

柏の葉国際キャンパスタウン構想 / 環境未来都市構想 

柏市ICT街づくり推進会議体 

リアルの場とコミュニティ 

①公民学連携の体制で、企画・戦略策定、事業運営を民間、大学が積極的に実施し、後方支援を自治体が実施 
②行政、街づくりに関係する地元企業が連携し、ステークホルダー意向を汲みながら地域密着型の取組を推進 
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＜地域における街づくり推進母体の組織化の例＞ 
 
✔株式会社まちづくり三鷹・・・中心市街地活性化法にもとづく特定会社として１９９９年に設立。資本金は約２．７億円。 
                  地域の産業創出の支援等を行うほか、自治体のパートナーとしてヘルプデスクの役割を 
                  果たしている。 

各地域におけるＩＣＴを活用した街づくり推進のための仕組の構築 

地域のニーズに応じて、ＩＣＴ街づくりの推進母体となる体制を整備するとともに、持続

的に運用していくための仕組みを構築していくことが必要。 

また、広域展開可能な推進体制の整備や持続的な運用の仕組み作りについて、国とし

ての支援のあり方を検討することが重要 

地域における街づくりの推進体制については、様々な形態が存在。 

街づくりを専担的に行う組織を構築し、取組を進めているケースも存在。 

しかしながら、地域の経済状況、ヒューマンリソース、街づくり活動をサポートする企

業等の有無等により、街づくりを専担的に行う組織を地域が独自に構築し、持続的に運

用していくことは極めて困難であるのが実状。 

24 



（参考） ＩＣＴ街づくり推進事業で得られた成果の普及・展開の例（１） 

● 豊田市プロジェクト（名古屋大学）で開発された簡易型バス運賃決済システム（HABPAS）を、淡路にお

ける実証プロジェクトでも活用。 

足助地区 

決済方法 
回数券決済 

（H25では対距離決済システムも運用実験中） 

バス 
事業者 

実施主体：足助支所・地域振興課 
運営主体：株式会社オーワ 

カード種別 Felica (H24), Mifare (H25) 

導入理由 
高齢化が進む地域でのICカード決済の導入 

交通・医療統合カードの実現 

課題 
ドライバーが高齢のため簡単なシステムが必要 
読取速度の遅さからの客離れ（H24実証実験） 

利用者 
の感想 

決済利用者の7割近くが好評価 
読取スピードが改善されれば拡大の可能性高い 

淡路市 

決済方法 回数券決済（現状は無料・将来的に有料） 

バス事業者 
実施主体：淡路市 

運営主体：株式会社パソナふるさとインキュベーション 

カード種別 Mifare 

導入理由 
他都市で導入されているシステムを活用し、 
経済的・効率的なシステムの導入を目指す 

課題 他の交通事業者との共存 

今後の展開 
電子マネー決済やポイントなど他のサービスの搭載 

スクールバスへの展開 

ICT街づくり推進会議 第３回普及展開ＷＧ資料から抜粋 
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（参考） ＩＣＴ街づくり推進事業で得られた成果の普及・展開の例（２） 

● 糸島市プロジェクト（九州大学）で開発された、ICカードで権利権限の管理を行うことができるVRICS

（Value and Right Circulation Control System）を、前橋市における実証プロジェクトでも活用。 

VRICS Server 

カードクライアント 

サーバシステム 

リーダクライアント 

SERVICS Server 

SERVICS Reader  

リーダクライアント 

管理端末  

住民  

サービス 指示 

サービス 

市役所  

ここここここここここここここここここ

避難（訓練）支援 

コミュニティバス 

子供見守り 

買物弱者支援 

高齢者見守り ICT街づくり推進会議 第３回普及展開ＷＧ資料から抜粋 
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（参考） ＩＣＴ街づくり推進事業で得られた成果の普及・展開の例（３） 

●

災害情報など
非難情報など

　● 基幹系ネットワーク
● 避難場所

地域交流センター

健康ステーション
（保健センター）

本庁

市民通報

総合支所

定点カメラ

防災メール

エリアメール

防災行政無線

家庭用テレビ
（ＳＴＢ＋ＩＰボックス）

サイネージ

TV会議（システム）

要援護者
システム（ＤＢ）

【平時業務利用】

要援護者（社会）

高齢者実態調査

介護情報

障害者情報

支えあいマップ等

社会課
高齢・障害福祉課

包括支援センター

＋地図データ

迅速な
意思決定

平時から

の情報共有

地区社協、消防団、
自主防災組織、地域包括支援センターなど平時及び

災害時連携

要援護者等管理システム

＋平時利用
（健康づくり、

買い物など）

災害対策本部

関係機関

防災GIS

ＡＲアプリ
＋

観光（温泉）

コンテンツなど
＋

災害対応支援等システム等

無線化

空間

（ワンオペレーション化）

民生委員等

モバイルで情報入力

医療機関等

データベース

（民間）

共通ＩＤ

（将来的な

対応も可）

閲覧

（≒ IP告知システム）

健康づくり支援システム
（母子健康）

地域交流
センター

避難所での

適切な対応

外来者向け、公

共空間での情報

発信

健康指導

【有事】

災害時要援護者名簿の活

三鷹モデル

柏の葉モデル

閲覧

閲覧、データ入力

健康づくり

健康づくり

見守りサービス
買い物サービス等

マイポータル
（仮称）くらしの便利

● 山口市では、三鷹市や柏市における実証プロジェクトの成果を活用して、地域防災力の強化、健康づくり

を進めていくことを検討。 

ICT街づくり推進会議 第３回普及展開ＷＧ資料から抜粋 
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（参考） ＩＣＴ街づくり推進事業で得られた成果の普及・展開の例（４） 28 

背景 
運賃収受の管理が的確に行われていない 
バスのルートやダイヤを運転手が守らない 

導入目的 
ICカード決済による運賃収受状況の改善 

GPS付きタブレット端末によるバスロケーション 

実施時期 平成26年夏頃（約１ヶ月間） 

場所 フィリピン スービック経済特別区 

対象路線数 3ルート（各ルートは均一料金）のうち1ルート 

実施主体 
スービック経済特別区交通局 

（同交通局職員が名古屋大学に留学中） 

実施方法 
端末1台を現地に持ち込み、バスに設置 

モニター100名を募集し、ICカードを配布予定 

予算 
端末やICカードは名古屋大学が用意 

サーバー費用の負担など、詳細は調整中 

●豊田市プロジェクト（名古屋大学）で開発された、「簡易型バス運賃決済システム」（ＨＡＢＰＡＳ：HAndy 

Bus-fare PAyment System）について、フィリピン スービック経済特別区における実証実験を計画中。 

ICT街づくり推進会議 第３回普及展開ＷＧ資料から抜粋 



（参考） ＩＣＴ街づくり推進事業で得られた成果の普及・展開の例（５） 29 

●塩尻市プロジェクト（日本ソフトウェアエンジニアリング）で開発された、鳥獣害対策や子どもの見守り等

を行うためのセンサーネットワークシステムについて、アジア・電気通信共同体（ＡＰＴ：Ａｓｉａ Ｐａｓｉｆｉｃ 

Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕｎｉｔｙ）の予算により、ネパールにおける登山者（トレッカー）の安否確認システムとして実証中。 

トレッカーの動態情報をマップ上に示したもの システム構成図 



今後の検討課題 30 

●ＩＣＴ街づくりの普及展開に向けた具体的方策のアクションプラン作成 
 
  ・ ICT街づくり推進事業の成果物であるソフトウェア群などの成果の管理等を行う体制整備 
  ・ ＩＣＴ街づくり推進事業の成果物の他地域への普及・展開を行う推進母体についての体制整備 
  ・ これらの体制を整備する際の支援方策 等 
  について、いつまでに、誰が、何を行うかの検討 
 
 
●ＩＣＴを活用した街づくりに関する取組成果の情報発信 
 
  ショーケースとしての国内外への成果のＰＲ、セミナー・シンポジウムの開催 等   
 
 
●ＩＣＴを活用した街づくりに関する人材の育成・確保 
 
  「地域情報化アドバイザー」の更なる活用、街づくり人材育成プログラムの整備 等 
 
 
●成果の国際展開 
 
  ＩＣＴ街づくり推進事業で得られた成果を先端的な課題解決モデルとしてグローバルに展開する 
  ために必要な体制整備や国としての支援方策の検討 等 
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